
令和５年度の取組概要及び方向性
（案）

令和５年３月17日
沖縄県

【資料４】
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目 的

令和４年度の図上訓練に向けた「意見交換会」及び「避
難に係る検討会」、「図上訓練」の成果・課題等をもと
に令和５年度の取組の概要や検討・調整の進め方、訓練
について、関係機関と認識共有を図る。
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令和４年度訓練等の成果と課題

１．事態認定前後の国、県、市町村及び関係機関の初動時における連絡系統図や時系
列に沿った行動計画（タイムライン）案を得た。

２．先島諸島市町村における島外避難のための輸送力の確保及び避難要領について、
国、県、市町村及び指定公共機関等の関係機関も含めた調整を行い、具体化の一
案を得た。

成果

全体的な課題
１．県内の応援体制、避難者受入自治体との連携要領の確立が必要

→警察、消防等の応援要領の検討、経由市町村の受入要領等の確立
→避難先自治体（県外自治体等）との連携要領の確認

２．県内市町村等へ成果を展開し、県全域の県外避難要領等、県全域の
避難のあり方について検討を進めることが必要

先島諸島市町村における課題
１．先島諸島市町村については、要配慮者を含めた輸送力の確保

→医療・福祉部局等の関係部局を含めた検討・調整体制の確立が必要

２．別パターンの避難要領の検討等、更なる避難要領具体化の追求が必要
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取組の全体イメージ①
意見交換会
国民保護に関する平素からの備えは重要であり、沖縄県国民保護計画では、

関係機関の計画との整合性の確保及び関係機関相互の意思疎通等を図ることと
していることから、令和４年度に続き、国民保護措置及び訓練実施に向けた懸
案等に関し意見を交換し、今後の国民保護訓練計画等につなげることを目的と
する。

令和５年度テーマ（仮）
① 県内応援要領の検討
② 要配慮者の輸送等に向けた調整（急患搬送スキームの応用含む等）
③ 指定（地方）公共機関以外の輸送力確保に向けた調整

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

スケジュール（案）

第１回
意見交換会
（７月中旬）

第２回
意見交換会
（９月中旬）

第３回
意見交換会
（11月中旬）

図上訓練
（１月30日予定）

令和４年度成果の共有
取組スケジュール・テーマの検討等

担当顔合わせ
（５月中旬）
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取組の全体イメージ②
避難に係る検討会
事態認定前から具体的な住民避難の検討が始まることを想定して、本島周辺

離島の住民避難について一案として具体化を図る。なお、先島諸島の市町村に
おいては、要配慮者を含めた輸送力の確保及び避難実施要領の具体化等を図る。

避難の具体化等については、国（内閣官房、消防庁、国土交通省、沖縄総合
事務局等）、県、市町村が中心となり検討を進め、指定地方公共機関等の関係
機関と連携体制等を構築する。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

スケジュール（案）

第１回
検討会
（７月中旬）

第２回
検討会
（９月中旬）

第３回
検討会

（11月中旬）

関係機関担当顔合わせ
図上訓練
（１月30日予定）

【県：県庁関係部局への協力体制をとの連携】
・医療保健・福祉・企画等の所管課への説明及び協力依頼

【先島諸島市町村：市町村関係課及び消防等との連携】
・医療保健・福祉等の所管課との連携
・警察署、消防等との連携体制の構築

【県：国（内閣官房、国土交通省、沖縄総合事務局央）との連携】
・輸送力確保に向けた空港・港湾のキャパシティ把握
・民間輸送力等の最大化に向けた調整

【先島諸島市町村：国及び県との連記】
・要配慮者を含めた避難実施要領の具体化
【その他離島市町村】
・島内で活用可能な輸送力の把握等の基礎資料の収集

【市町村：国及び県との連携】
県の素案に基づき、避難実施要領の具体化

担当打合せ
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国民保護訓練の全体イメージ
実施イメージ
※国、市町村等と共同して令和６年１月30日に実施予定（国民保護共同訓練）
１．先島諸島の市町村においては、要配慮者を含む島外（県外）への避難
２．本島周辺離島においては、島外（沖縄本島等）への避難
３．指定（地方）公共機関を含む関係機関との協力・連携や県の区域を越え

る広域的な避難、沖縄本島での受入要領に重点を置いて訓練を実施

離島
（与那国島、西表島、竹富島、多良間島等）

石垣島・宮古島
本土

（県外）

離島
（南北大東島、久米島、渡名喜島等）

沖縄本島
本土

（県外）

船舶
航空機

船舶
航空機

船舶
航空機

進め方イメージ

※本イメージは訓練概要の認識共有のために作成した一例であり、訓練本番は、今後の検討・調整等に基づき実施する。

令和５年度：図上訓練（※一部現地確認及び調整を含めるかは関係機関で要調整）

国（内閣官房・消防庁）の支援の下、避難に関する基礎資料の作成や輸送
力の確保などの調整を行うとともに、住民の避難要領等を検討
※先島諸島は要配慮者を含めた避難要領のさらなる具体化を検討 6


